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証券コード 8023 
平成20年６月13日 

株 主 各 位 
 

東京都新宿区揚場町２番１号 
 

大興電子通信株式会社 
 

代表取締役社長  高 橋 正 道 
 

第55回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 ますますご清栄のこととお慶び申しあげます。 
 さて、当社第55回定時株主総会を下記のとおり開催いたしま
すので、ご出席くださいますようご案内申しあげます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、後記の株主総会参考書類
をご検討いただき、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示の
うえ、ご送付いただくか、インターネットにより議決権行使サ
イト (http：//www.evote.jp/）において、賛否を入力される
か、いずれかの方法により、平成20年６月27日（金曜日）午後
５時までに到着するよう議決権をご行使していただきますよう
お願い申しあげます。 

敬 具  
記 

1. 日  時 平成20年６月30日（月曜日）午前９時 
  計算書類確定の手続きに時間を要したた

め、当初開催予定であった６月25日（水
曜日）から開催日を変更しております。
なお、開始時間も例年と異なりますの
で、お間違いないようご注意願います｡ 

2. 場  所 東京都千代田区大手町一丁目４番１号 
  ｢KKR HOTEL TOKYO｣ 11階 朱鷺の間 
3. 株主総会の目的事項 
報 告 事 項 1. 第55期（自平成19年４月１日至平成20年３

月31日）事業報告の内容、連結計算書類の
内容ならびに会計監査人および監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件 

2. 第55期（自平成19年４月１日至平成20年３
月31日）計算書類の内容報告の件 

決議事項  
 第１号議案 取締役３名選任の件 
 第２号議案 監査役１名選任の件 
 第３号議案 退任取締役および退任監査役に対する退職

慰労金贈呈の件 
4. 議決権の行使等についてのご案内 
  【議決権の行使等についてのご案内】をご参照願います。 

以 上 
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎お願い 1.当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行

使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。 
2.招集ご通知は電子メールで受領することができま
す。今回お手続きされなかった株主様で、次回の
株主総会から招集ご通知を電子メールで受領する
ことをご希望される場合は、パソコンにより議決
権行使サイト（http://www.evote.jp/）でお手続
きください。（携帯電話ではお手続きできません。
また携帯電話のメールアドレスを指定することも
できませんのでご了承ください。) 

 

【議決権の行使等についてのご案内】 
 
1. 代理人による議決権の行使 
株主総会にご出席いただけない場合、議決権を有する他の
株主１名を代理人として株主総会にご出席いただくことが可
能です。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要とな
りますのでご了承ください。 
 
2. 株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および
計算書類記載事項を修正する場合の周知方法 
 株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計
算書類に修正すべき事項が生じた場合は、修正後の事項を当社ウ
ェブサイト (http://www.daikodenshi.jp/ir/index.html) に掲
載いたしますのでご了承ください。 
 
3. 複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い 
  (1) 議決権行使書とインターネットにより重複して議決権

を行使された場合は、インターネットによる議決権行
使の内容を有効として取り扱わせていただきますので
ご了承ください。 

  (2) インターネットにより複数回にわたり議決権を行使さ
れた場合は、最後に行使された内容を有効とさせてい
ただきます。また、パソコンと携帯電話で重複して議
決権を行使された場合も、最後に行使された内容を有
効とさせていただきます。 

 
4. 議決権の不統一行使に際しての事前のご通知方法 
議決権の不統一行使をされる場合には、議決権の不統一行
使を行う旨とその理由を書面により、平成20年６月26日（木
曜日）までに到着するよう当社にご通知ください｡ 
 
5. インターネットによる議決権行使のご案内 
お手続きは、後記の＜インターネットによる議決権行使の
お手続きについて＞をご高覧のうえ、議決権行使サイト 
(http://www.evote.jp/）をご利用ください。 
 

以 上 
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〔添付書類〕 
 

事 業 報 告 

(自 平成19年４月１日至 平成20年３月31日) 
 

1. 企業集団の現況に関する事項 

 (1) 事業の経過およびその成果 

   当連結会計年度のわが国経済は、新興国をはじめとする

海外経済の拡大に伴う輸出の増加や、企業収益が高い水準

で推移し、景気は緩やかながら回復基調を続けてまいりま

した。しかしながら、年度後半にいたり原油等の資源価格

の高止まりや円高傾向、米国経済の減速懸念などにより先

行き不透明感が残ることとなりました。 

   当情報サービス業界におきましては、このような経済情

勢のもと、金融商品取引法の完全施行に伴うＩＴによる内

部統制のさらなる整備が求められる背景から、情報セキュ

リティ対策強化やシステム管理運営受託等の情報化投資の

需要は概ね順調に推移いたしましたが、お客様の情報シス

テム導入における要請の多様化や受注獲得競争・価格競争

の激化などにより、経営環境は依然厳しい状況にあります。 

   こうした環境のなか、当社グループは成長性の高い中堅

企業向けビジネスに経営資源を集中しながら、お客様の経

営価値を高めるソリューション提案に努めるとともに、高

品質・高付加価値の情報サービスを提供することで収益性

を高め、企業価値の向上を目指してまいりました。また、

営業プロセスの見直し、人材教育の充実など中期的な視点

に立った施策を継続的に試み、変化の激しい情報サービス

業界での競争力強化を図ってまいりました。 

   その結果、当連結会計年度の業績は、受注高450億55百

万円（前期比104.3％、受注残高前期末比２億63百万円増)、

売上高447億91百万円（前期比105.9％)、営業利益１億２

百万円（前期比34.6％)、経常利益１億２百万円（前期比

34.3％）となりました。 
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   また、特別利益として14百万円、特別損失として１百万

円を計上するとともに、法人税、住民税及び事業税１億５

百万円を計上した結果、当期純損失は１億３百万円（前期

当期純利益１億88百万円）となりました。 

   事業部門別の業績は次のとおりであります。 

   なお、当社グループは、事業の種類別セグメント情報を

開示しておりませんので事業部門別に記載しております。 
 

期 別

部 門 

第54期 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

第55期 
(当連結会計年度)

(自 平成19年４月１日至 平成20年３月31日)
 

前 期 比

百万円 百万円 ％

情 報 通 信 機 器 17,071 18,693 109.5

ソリューションサービス 25,234 26,098 103.4

合 計 42,306 44,791 105.9

 
 (注) 当連結会計年度の売上における部門別割合は、情報通信機器部門が

41.7％、ソリューションサービス部門が58.3％であります。 

 

  【情報通信機器部門】 

   情報通信機器部門におきましては、第１四半期に発生し

た公共部門での入札商談マイクロソフト社製アプリケーシ

ョンライセンス25億78百万円の商談（低利益率）を含め、

売上高は186億93百万円（前期比109.5％）と増収になりま

した。 

 

  【ソリューションサービス部門】 

   ソリューションサービス部門におきましては、販売管理

系ソリューションの商談が低調でありましたが、特定大型

顧客向けのシステム受託開発および運用業務の伸長ならび

に生産管理系の自社ソフト製品を中心とした販売増により、

ソフトウェアサービスの売上高は137億92百万円（前期比

100.0％）となりました。 

   また、保守サービスにおきましては、ハードウェアの低

価格化に伴う保守料低下による影響を受け、売上高は63億
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24百万円（前期比97.2％）と減収になりました。 

   ネットワーク工事におきましては、オフィス移転サービ

ス等に伴う工事の拡大により、売上高は59億82百万円（前

期比121.3％）と増収になりました。 

   以上の結果、ソリューションサービス部門の売上高は

260億98百万円（前期比103.4％）となりました。 

 

 (2) 設備投資の状況 

   特記すべき設備投資および重要な設備の除却、売却等は

行っておりません。 

 

 (3) 資金調達の状況 

   資金の機動的かつ安定的な調達に向け、平成19年12月に

取引銀行５行との間にシンジケーション方式によるコミッ

トメントライン契約（総額15億円）を締結いたしました。

なお、当連結会計年度末における借入実行残高は９億円と

なっております。 

 

 (4) 対処すべき課題 

   今後の見通しにつきましては、原油等の資源価格の高止

まりや円高等の影響により企業の設備投資が慎重になるな

か、先行き不透明な環境が続くと思われます。 

   このような環境のもと、当社グループは付加価値の向上

に努め、次のような重点施策を推進することで利益率の向

上を図ってまいります。 

  ① ビジネスのポートフォリオを見直し、ソフトウェア開

発、運用サポートサービスなど付加価値の高いビジネ

スへの経営資源の集中を図ります。 

  ② 事業部型の組織を新たに編成し、競争力の高いソリュ

ーションビジネスの市場シェアを拡大し、収益の拡大

を目指します。 
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  ③ 主要顧客との情報化戦略の共有により、顧客生涯価値

の拡大による収益の安定を図ります。 

  ④ ＩＴ基盤系技術者を集約し、大規模顧客のテクニカル

サポートや運用サービスなどのビジネスの大幅拡大を

目指し、収益力を強化してまいります。 

  ⑤ 工事および保守ビジネスを統合し、お客様の情報シス

テムのライフサイクルに合わせた最適なサポートサー

ビスを提供してまいります。 

  ⑥ ハードウェア販売等付加価値の低いビジネスのオペレ

ーションを集中し、効率を上げてまいります。 

  ⑦ より一層の販売管理費の削減に努め、確実に利益を創

出できる基盤を創ってまいります。 

  ⑧ 新しい人材育成プログラムを策定し、技術力、提案力、

マネジメント力の強化に取り組みます。 

 

   株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援、

ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。 

 

 (5) 財産および損益の状況の推移 

  ① 企業集団の財産および損益の状況の推移 
 

期 別 
 

区 分 

第52期 

(自 平成16年４月１日至 平成17年３月31日)
 

第53期 

(自 平成17年４月１日至 平成18年３月31日)
 

第54期 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

第55期 
(当連結会計年度)

(自 平成19年４月１日至 平成20年３月31日)
 

売 上 高（百万円) 39,821 41,376 42,306 44,791

経常利益又は
経常損失(△)

（百万円) △632 191 298 102

当期純利益又は
当期純損失(△)

（百万円) △1,530 290 188 △103

１株当り当期純利益 
又は当期純損失(△) 

△122円40銭 23円25銭 15円14銭 △8円32銭

総 資 産（百万円) 24,484 24,082 23,455 22,668

純 資 産（百万円) 4,022 4,590 4,571 4,177

 
 (注)  第54期から会社法施行規則（平成18年２月７日法務省令第12号）第

134条に基づき、純資産額の範囲を変更しております。 
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  ② 当社の財産および損益の状況の推移 
 

期 別 
 

区 分 

第52期 

(自 平成16年４月１日至 平成17年３月31日)
 

第53期 

(自 平成17年４月１日至 平成18年３月31日)
 

第54期 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

第55期 
(当事業年度)

(自 平成19年４月１日至 平成20年３月31日)
 

売 上 高（百万円) 39,618 41,036 41,945 44,463

経常利益又は
経常損失(△)

（百万円) △687 100 266 75

当期純利益又は
当期純損失(△)

（百万円) △1,553 248 51 △106

１株当り当期純利益 
又は当期純損失(△) 

△124円25銭 19円91銭 4円10銭 △8円55銭

総 資 産（百万円) 24,395 23,922 23,191 22,400

純 資 産（百万円) 4,029 4,555 4,337 3,942

 
 (注)  第54期から会社法施行規則（平成18年２月７日法務省令第12号）第

134条に基づき、純資産額の範囲を変更しております。 

 

 (6) 重要な子会社の状況 

   当社の連結子会社は下記の３社であります。 
 
会 社 名 資 本 金

当社議決権
比   率

主要な事業内容

千円 ％

大興テクノサービス㈱ 10,000 55.56 
建物附帯諸設備の
保守管理業務 

大興ビジネス㈱ 20,000 77.50 

ソフトウェアの開
発およびソフトウ
ェアに係る運用管
理業務 

㈱サイバーコム 137,000 96.46 
ソフトウェアの開
発業務 
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 (7) 主要な事業内容 

  ① 情報処理機器の販売、施工および保守 

  ② コンピュータソフトウェアの開発、販売、賃貸および

保守 

  ③ 情報システムの設計、開発、保守、運営管理およびコ

ンサルティング 

  ④ 通信システム、情報ネットワークシステムの販売、設

計、施工、保守およびコンサルティング 

  ⑤ 情報処理サービス、情報通信サービスおよび情報提供

サービス 

  ⑥ 電気通信工事、電気工事、管工事、内装仕上工事、消

防施設工事等各種工事に関する設計、監理、施工、保

守およびコンサルティング 

  ⑦ ビルメンテナンス業 

  ⑧ 特定労働者派遣事業 

  ⑨ 不動産の賃貸および管理 

  ⑩ 古物の売買 

  ⑪ 前記各号に付帯する一切の事業 
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 (8) 主要な事業所 

  ① 当社の主要な事業所 
 
名 称 所在地 名 称 所 在 地 

 
本   社 新 宿 区   
 
支   店    

北 海 道 札幌市中央区 東 北 仙台市若林区

新 潟 新潟市中央区 北 関 東 宇 都 宮 市

関 東 さいたま市大宮区 多 摩 立 川 市

長 野 長 野 市 松 本 松 本 市

静 岡 静岡市駿河区 静 岡 東 部 沼 津 市

浜 松 浜 松 市 中 区 名 古 屋 名古屋市中区

関 西 大阪市中央区 中 国 広 島 市 南 区

九 州 福岡市中央区   
 
営 業 所    

山 口 周 南 市 長 崎 長 崎 市

 

  ② 子会社の事業所 
 

名 称 所在地 

大 興 テ ク ノ サ ー ビ ス ㈱ 台 東 区

大 興 ビ ジ ネ ス ㈱ 文 京 区

㈱ サ イ バ ー コ ム 千 代 田 区
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 (9) 従業員の状況 

  ① 企業集団の従業員数 
 

事業部門等の名称 従業員数 前期末比増減 
名 名

情 報 通 信 機 器 部 門 237 1

ソリューションサービス部門 673 △2

管 理 部 門 124 △5

合       計 1,034 △6
 
 (注) 従業員数は企業集団外への出向者（４名）を除き、企業集団外から

の出向者（５名）を含んでおります。 

 

  ② 当社の従業員の状況 
 
従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

861名 △13名 41歳６ヵ月 16年８ヵ月 
 
 (注) 従業員数は他社への出向者（７名）を除き、他社からの出向者（５

名）を含んでおります。 

 

 (10) 主要な借入先 
 
借   入   先 借入金残高

百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 825 

三菱UFJ信託銀行株式会社 220 

株 式 会 社 常 陽 銀 行 190 

株 式 会 社 三 重 銀 行 175 

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 100 

株式会社三菱東京UFJ銀行 100 

株 式 会 社 山 口 銀 行 40 

 

 (11) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

   記載すべき事項はありません。 
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2. 会社の株式に関する事項 

(1）発行可能株式総数 47,900,000株（普通株式)

(2）発行済株式の総数 12,561,219株（普通株式)

(3）株 主 数 1,649名 

 (4) 発行済株式の総数の10分の１以上の数の株式を保有する

大株主 
 

株   主   名 持 株 数 出資比率 

千株 ％

富 士 通 株 式 会 社 1,866 14.98

株 式 会 社 オ ー ビ ッ ク 1,500 12.04

株式会社大和証券グループ本社 1,277 10.25

 
 (注) 出資比率は自己株式（101,449株）を控除して計算しております。 

 

3. 会社の新株予約権等に関する事項 

 (1) 当事業年度末日における新株予約権の状況 

   平成18年６月27日開催の当社第53回定時株主総会におい

て承認可決され、平成19年５月18日および平成19年６月20

日開催の取締役会決議により交付された新株予約権 

  ① 新株予約権の払込金額 

    払込を要しない 

  ② 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

    １株当り289円 

  ③ 新株予約権の権利行使期間 

    平成21年６月21日から平成24年６月20日まで 

  ④ 新株予約権の行使の条件 

  ・権利行使時において、当社の取締役、常勤監査役もし

くは従業員の地位にあることを要す。ただし、取締役、

監査役が任期満了により退任した場合、または従業員

が定年により退職した場合にはこの限りではない。ま

た、当社取締役会が正当な理由があると認めた場合は

この限りではない。 

  ・新株予約権の相続はこれを認めない。 

  ・その他権利行使の条件は、当社第53回定時株主総会決

議および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者

との間で締結する ｢新株予約権割当契約書」に定める

ところによる。 
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  ⑤ 保有状況 
 

 
新株予約権
の数 

目的となる株式の
種類および数 

保有者数

取締役(社外取締役を除く) 100個 普通株式 100,000株 5名 

常 勤 監 査 役 30個 普通株式  30,000株 2名 

執 行 役 員 80個 普通株式  80,000株 8名 

使 用 人 1,209個 普通株式1,209,000株 619名 

合   計 1,419個 普通株式1,419,000株 634名 

 

 (2) 当事業年度中に交付した新株予約権の状況 

   当事業年度中に交付した新株予約権の内容の概要は、上

記(1)記載のとおりであり、交付状況は次のとおりであり

ます。 
 

 
新株予約権
の数 

目的となる株式の
種類および数 

保有者数

取締役(社外取締役を除く) 140個 普通株式 140,000株 6名 

常 勤 監 査 役 20個 普通株式  20,000株 2名 

執 行 役 員 100個 普通株式 100,000株 10名 

使 用 人 1,194個 普通株式1,194,000株 630名 

合   計 1,454個 普通株式1,454,000株 648名 
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4. 会社役員に関する事項 

 (1) 取締役および監査役の氏名等 
 

会社における地位 氏   名 
担当、他の法人等の代表状況等および
重要な兼職の状況 

代表取締役社長 
ＣＥＯ兼ＣＯＯ 

高 橋 正 道  

取 締 役 
専務執行役員 

笛 田  肇 営業企画本部長 

取 締 役 
常務執行役員 

加 藤 貫 治 管理本部長 

取 締 役 
常務執行役員 

本横山   勇 システムソリューション本部長 

取 締 役 
上席執行役員 

山 寺  光 産業ビジネス本部長 

取 締 役 山 村 信 一
エヌ・アイ・エフＳＭＢＣベンチャ
ーズ株式会社特別顧問 
株式会社帝国ホテル監査役 

常 勤 監 査 役 真 下 宏 明  

常 勤 監 査 役 酒 井 厚 平  

監 査 役 髙 嶋 勝 平 大和証券株式会社常勤監査役 

監 査 役 藤 野 岸 朗
株式会社大和総研常勤監査役 
ＤＩＲシステムテクノロジー株式会
社監査役 

 
 (注) 1. 取締役山村信一氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役

であります。 

    2. 監査役髙嶋勝平、藤野岸朗の両氏は、会社法第２条第16号に定

める社外監査役であります。 
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 (2) 取締役および監査役の報酬等の額 
 
区    分 人 数 報酬等の額  

名 千円

取 締 役 7 148,062 

監 査 役 4 34,596 

合   計 11 182,658 
 
 (注) 1. 報酬等の額には、当事業年度に役員退職慰労引当金繰入額とし

て費用処理した34,262千円 (取締役29,362千円、監査役4,900

千円）およびストックオプションとして付与した新株予約権 

(報酬としての額) 3,725千円（取締役3,259千円、監査役465千

円）が含まれております。 

    2. 報酬等の額には、社外取締役１名および社外監査役２名の報酬

等の額14,025千円が含まれております。 

    3. 上記のほか平成19年６月27日開催の定時株主総会決議に基づき

退任取締役（３名）および退任監査役（１名）に役員退職慰労

金および弔慰金を133,225千円支給しております。 

    4. 期末現在の人数は、取締役６名 (うち社外取締役１名)、監査役

４名（うち社外監査役２名）であります。 

 

 (3) 社外役員に関する事項 

  ① 取締役 

   イ．他の会社の業務執行取締役等の兼務状況 

該当事項はありません。 

   ロ．他の会社の社外役員の兼務状況 

山村信一氏は、株式会社帝国ホテルの社外監査役を

兼務しております。 

   ハ．当事業年度における主な活動状況 

    (a) 取締役会への出席状況ならびに発言状況 
 
区   分 氏   名 出席状況および発言状況 

取 締 役 山 村 信 一

平成19年６月27日の取締役就任以降
開催の取締役会10回のうち８回に出
席し、議案の審議に必要な意見表明
を適宜行っております。 

 
    (b) 当社の不正な業務執行に関する対応の概要 

当事業年度において法令または定款違反の事実そ

の他不正な業務執行が行われた事実はありません。 

   ニ．責任限定契約の内容の概要 

当社との間で、会社法第427条第１項および定款第

25条に基づき、会社法第423条第１項の賠償責任を

限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損

害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定

める最低責任限度額としております。 
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  ② 監査役 

   イ．他の会社の業務執行取締役等の兼務状況 

該当事項はありません。 

   ロ．他の会社の社外役員の兼務状況 

髙嶋勝平氏は、大和証券株式会社の社外監査役を兼

務しております。 

藤野岸朗氏は、株式会社大和総研およびＤＩＲシス

テムテクノロジー株式会社の社外監査役を兼務して

おります。 

   ハ．当事業年度における主な活動状況 

    (a) 取締役会および監査役会への出席状況ならびに発

言状況 
 
区   分 氏   名 出席状況および発言状況 

監 査 役 髙 嶋 勝 平

当事業年度開催の取締役会15回のう
ち13回に出席し、決議事項等につい
て適宜質問し意見を述べておりま
す。また、当事業年度開催の監査役
会13回の全てに出席し、報告事項に
ついての意見交換、監査に関する重
要事項の協議を行っております。 

監 査 役 藤 野 岸 朗

当事業年度開催の取締役会15回の全
てに出席し、決議事項等について適
宜質問し意見を述べております。ま
た、当事業年度開催の監査役会13回
の全てに出席し、報告事項について
の意見交換、監査に関する重要事項
の協議を行っております。 

 
    (b) 当社の不正な業務執行に関する対応の概要 

当事業年度において法令または定款違反の事実そ

の他不正な業務執行が行われた事実はありません。 

   ニ．責任限定契約の内容の概要 

当社との間で、会社法第427条第１項および定款第

37条に基づき、会社法第423条第１項の賠償責任を

限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損

害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定

める最低責任限度額としております。 
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5. 会計監査人の状況 

 (1) 名称  あずさ監査法人 

 

 (2) 報酬等の額 
 

 支 給 額 

当事業年度に係る報酬等の額 24,000千円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額 

24,000千円

 
 (注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査

と金融商品取引法に基づく監査の額を区分しておりませんので、上

記の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等を含めておりま

す。 

 

 (3) 解任または不再任の決定の方針 

  ① 取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場

合等、その必要があると判断した場合は、監査役会の

同意を得た上で、または監査役会の請求に基づいて、

会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目

的とすることとします。 

  ② 監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号

に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役

全員の合意に基づき会計監査人を解任いたします。こ

の場合、監査役会が選定した監査役は、会計監査人解

任後、最初に招集される株主総会において、会計監査

人を解任した旨およびその理由を報告いたします。 

 

6. 会社の体制および方針 

 (1) 業務の適正を確保するための体制の整備 

   当社は、平成18年４月28日開催の取締役会において、

｢内部統制システムの基本方針｣ を定め、その後平成20年

５月９日開催の取締役会においてその一部を改訂すること

を決議し、以下のとおり業務の適正を確保するための体制

整備を進めております。 

  ① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に

適合することを確保するための体制 

    当社は、法令を遵守し高い倫理観をもって公正かつ透

明な企業活動を行い、社会に貢献することを基本姿勢



〆≠●0 
01_0353701102006.doc 
大興電子通信㈱様 招集 2008/06/10 20:31印刷 15/17 

 

― 17 ― 

とし、コーポレート・ガバナンスやコンプライアンス

体制の整備、充実に取り組みます。 

   ・取締役会規程等、各会議体に関する規程に従い職務執

行に関する適正な意思決定を確保します。 

   ・企業行動の適正化に関する事項を審議、決定する「経

営監理委員会」を設置し、事業に関わる法令やリーガ

ルリスクを特定しコンプライアンス体制を計画的かつ

網羅的に整備します。 

   ・定期的な内部監査により法令および定款への適合性を

確認します。 

   ・社会から信頼される企業、よき企業市民を目指し全役

職員に適用される「行動基準」の策定および透明性の

ある内部通報制度（ＤＡｉＫＯホットライン）を設置

し運用します。 

   ・反社会的勢力や団体とは関わりを持たず、不当な要求

を受けた場合毅然とした対応を行います。 

  ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関

する体制 

    当社は、取締役の職務執行に係る電磁的記録を含む文

書、その他重要な情報を、法令および社内規程に基づ

き適正に記録し、これを保存および管理します。また、

取締役および監査役は常時これらの情報を閲覧するこ

とができるものとします。 

  ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

    当社は、リスク管理規程に準拠したリスク管理体制の

整備を進め、当社を取り巻くリスクを特定したうえで

計画的かつ網羅的にリスク対応を図ります。また、経

営監理委員会へリスク情報を集約し、職務執行への活

用を図るとともに、緊急事態が生じた場合の危機管理

対応策を整備します。 

  ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制 

    当社は、取締役の職務権限、会議体の開催や付議基準

等を明確化するとともに、意思決定の妥当性を高める

ためのプロセス・体制を整備します。取締役会は原則

月１回開催し、経営に関する重要事項について審議、

議決および取締役の業務執行状況の監督等を行います。
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また、業務執行機能強化のため執行役員制度を採用し

経営の効率化を図るとともに、常勤取締役、常勤監査

役および議長が指名する者で構成する経営会議を原則

月１回開催し、戦略計画の立案、経営・業務執行につ

いての重要案件を十分に審議します。 

  ⑤ 会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集

団における業務の適正を確保するための体制 

    当社は、子会社管理に関する規程に基づき子会社を含

めたコンプライアンス体制、リスク管理体制を整備す

るとともに、内部通報制度（ＤＡｉＫＯホットライ

ン）の子会社への適用および当社の内部監査部門にて

子会社の業務監査を実施いたします。 

  ⑥ 監査役に関する事項および体制 

    当社は、現在監査役の職務を補助する使用人はおりま

せんが、監査役から求められた場合には、監査役と協

議のうえ合理的な範囲で配置するとともに、当該使用

人の任命・異動等人事権に係る決定には監査役の事前

の同意を得ることにより、取締役からの独立性を確保

いたします。また、監査役が定期的に取締役または使

用人から職務執行の状況について報告を受けることが

できる体制を整備するとともに、監査が実効的に行わ

れることを確保するため監査部、経理部、総務部等の

関連部門が監査役の業務を補助いたします。 

  ⑦ 財務報告の信頼性を確保するための体制 

    当社は、金融商品取引法に規定する財務報告の信頼性

を確保するために以下の体制を整備し、企業価値の向

上を図ります。 

   ・｢内部統制規程｣ 他関係諸規程、関連文書を整備する

ことで適切な統制環境を構築し、合わせて業務の有効

性および効率性を高めます。 

   ・内部統制の整備・運用状況を評価するモニタリング体

制を整備します。 

   ・モニタリング結果は、経営監理委員会にて、集約、分

析し、内部統制が有効に機能するよう継続的に改善を

図り、代表取締役および取締役会がその有効性を評価

し外部に向けて報告します。 
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 (2) 会社の支配に関する基本方針 

   当社は、平成19年５月10日開催の取締役会において、当

社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に

関する基本方針を以下のとおり決定しております。 

   当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、株

主様をはじめとした当社のステークホルダーとの信頼関係

を最優先に考え、当社の企業価値を中長期的に最大化させ

る者でなければならないと考えております。当社はこの方

針の下、次の取組みを行っていきます。 

  ① 業績の向上を図り、安定した収益基盤を確立すること 

  ② 大株主である企業との取引関係をより密にし、継続的

な信頼関係を構築すること 

  ③ 業績を反映した適正な株価形成と、円滑な株式流通を

確保するため、ＩＲ活動を強化すること 

  ④ 株主優遇策すなわち、株価、配当を財務戦略の重要課

題として位置づけること 

  ⑤ 不本意な買収に対抗できる企業価値向上のため、経営

計画を策定することおよび資本力を強化すること 

  ⑥ 良好な労使関係を確立し、持株会の充実を図り従業員

の支持を得ること 

   さらに、当社は株主異動状況の定期的な調査、買収提案

があった場合の対応手順の作成等、当社株式の大量取得を

行う者が出現した場合に適切な対応を講ずることができる

よう努めてまいります。また、具体的な買収防衛策の導入

につきましては、当社の経営状況、法制度や関係当局の判

断等の社会状況を注視しながら、検討を継続してまいりた

いと存じます。 

   なお、取締役会としては、上記取組みの具体的な内容か

らして、株主共同の利益を損なうものではなく、役員の地

位の維持を目的とするものではないと判断しております。 
 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 
 (注) 本事業報告中の記載方法は以下によります。 

    1. 金額につきましては、表示単位未満切捨て。 

    2.  議決権比率および出資比率につきましては、小数第三位を四

捨五入。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 

(平成20年３月31日現在) 
（単位：千円） 

 

資 産 の 部 

科 目 金 額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

(18,255,955) 

1,540,982 

11,541,126 

4,706,721 

306,072 

167,694 

△6,642 

(4,412,924) 

(1,346,637) 

519,823 

11,258 

815,555 

(211,106) 

167,945 

43,161 

(2,855,180) 

1,833,893 

91,274 

539,332 

479,405 

△88,725 

資 産 合 計 22,668,879 
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（単位：千円） 
 

負 債 の 部 

科 目 金 額 

流 動 負 債 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

製 品 保 証 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

手 数 料 返 還 引 当 金

負 の の れ ん

(10,523,684) 

7,151,333 

1,442,686 

378,361 

88,627 

318,114 

553,100 

5,900 

585,560 

(7,967,498) 

210,000 

7,607,787 

125,645 

24,000 

65 

負 債 合 計 18,491,182 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

繰延ヘッジ損益 

新 株 予 約 権 

少 数 株 主 持 分 

(3,997,458) 

3,654,257 

272,811 

95,291 

△24,901 

(88,736) 

92,197 

△3,461 

(31,803) 

(59,698) 

純 資 産 合 計 4,177,696 

負債及び純資産合計 22,668,879 
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連 結 損 益 計 算 書 

(自 平成19年４月１日至 平成20年３月31日) 
 

(単位：千円） 
 

科          目 金     額 

売 上 高 44,791,966 

売 上 原 価 37,856,240 

売 上 総 利 益 6,935,725 

販売費及び一般管理費 6,833,685 

営 業 利 益 102,040 

営 業 外 収 益 (67,168) 

受 取 利 息 8,897 

受 取 配 当 金 24,228 

受 取 家 賃 9,526 

受 取 手 数 料 12,076 

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 2,466 

そ の 他 9,972 

営 業 外 費 用 (66,703) 

支 払 利 息 37,870 

固 定 資 産 除 却 損 1,490 

コ ミ ッ ト メ ン ト ラ イ ン 手 数 料 17,662 

そ の 他 9,680 

経 常 利 益 102,505 

特 別 利 益 (14,106) 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 10,070 

手 数 料 返 還 引 当 金 戻 入 益 4,036 

特 別 損 失 (1,266) 

会 員 権 評 価 損 1,266 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 115,345 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 105,131 

法 人 税 等 調 整 額 110,971 

計 216,103 

少 数 株 主 利 益 2,934 

当 期 純 損 失 103,691 
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連結株主資本等変動計算書 

(自 平成19年４月１日至 平成20年３月31日) 
 

(単位：千円） 
 

株主資本 

 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本
合計 

平成19年３月31日残高 3,654,257 272,811 223,929 △21,749 4,129,248

連結会計年度中の変動額 

剰 余 金 の 配 当 △24,945 △24,945

当 期 純 損 失 △103,691 △103,691

自己株式の取得 △3,152 △3,152

株主資本以外の項目
の連結会計年度中 
の 変 動額 ( 純 額 ) 

連結会計年度中の変動額合計 ― ― △128,637 △3,152 △131,789

平成20年３月31日残高 3,654,257 272,811 95,291 △24,901 3,997,458

 
評価・換算差額等 

 その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益 
評価・換算
差額等合計

新株予約権
少数株主
持分 

純資産合計

平成19年３月31日残高 385,075 △4,115 380,960 ― 60,993 4,571,202

連結会計年度中の変動額 

剰 余 金 の 配 当 △24,945

当 期 純 損 失 △103,691

自己株式の取得 △3,152

株主資本以外の項目
の連結会計年度中 
の 変 動額 ( 純 額 ) 

△292,878 653 △292,224 31,803 △1,295 △261,716

連結会計年度中の変動額合計 △292,878 653 △292,224 31,803 △1,295 △393,505

平成20年３月31日残高 92,197 △3,461 88,736 31,803 59,698 4,177,696
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連 結 注 記 表 
 

1. 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。 

 

2. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 (1) 連結の範囲に関する事項 

子会社は全て連結しております。 

連結子会社の数：３社 

連結子会社の名称 

大興テクノサービス㈱ 

大興ビジネス㈱ 

㈱サイバーコム 

 (2) 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した関連会社数：１社 

会社等の名称：㈱大和ソフトウェアリサーチ 

 (3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 (4) 会計基準に関する事項 

  ① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

    有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの  

移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合に類する組合等への出資（金融

商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手

可能な最近の決算報告書を基礎とし、持分相当額を純額で取

り込む方法によっております。 

  ② たな卸資産 

   (a) 機器及び材料……個別法による原価法 

   (b) 仕  掛  品……個別法による原価法 

   (c) 貯  蔵  品……移動平均法による原価法 

  ③ 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   (a) 有形固定資産 

定率法によっております。 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物……………………４～47年 

工具器具及び備品……３～15年 

  (会計方針の変更) 

   法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更しております。 

   なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  (追加情報) 

   法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年３月31

日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて
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計上しております。 

   なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。 

   (b) 無形固定資産 

自社利用目的のソフトウェア 

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

市場販売目的のソフトウェア 

見込販売数量に基づく償却額と残存見込販売有効期間（当初に

おける見込販売有効期間は３年）に基づく均等償却額とのいず

れか大きい額を計上する方法によっております。 

その他の無形固定資産 

定額法によっております。 

   (c) 長期前払費用 

期限内均等償却の方法によっております。長期前払費用は「投資

その他の資産」の「その他」に含めて表示しております。 

  ④ 重要な引当金の計上基準 

   (a) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により計上し、貸倒懸念債権等の特定債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

   (b) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

   (c) 製品保証引当金 

製品のアフターサービスの費用支出に備えるため、過年度の実績

を基礎に、将来の見込みを加味した額を計上しております。 

   (d) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額を計上しております｡ 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生連結会計年度から費用処理しておりま

す。 

また、執行役員の退職金の支給に備えるため、内規に基づく連結

会計年度末要支給額の100％を計上しております。 

   (e) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年

度末要支給額の100％を計上しております。 

   (f) 手数料返還引当金 

販売後、所定期間内の解約に伴う販売手数料の返還に備えるため、

過去の実績を基礎として計上しております。 

  ⑤ 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

  ⑥ 重要なヘッジ会計の方法 

   (a) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、繰延ヘッジ処理を採用しております。 

   (b) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金の利息 
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   (c) ヘッジ方針 

当社グループは、社内管理規程に基づき、金利変動リスクを回避

する目的で行っております。 

   (d) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象及びヘッジ手段について、それぞれのキャッシュ・フ

ロー総額の変動額を比較し有効性を評価しております。 

  ⑦ 消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  ⑧ 連結子会社の資産及び負債の評価の方法 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によって

おります。 

  ⑨ のれん及び負ののれんの償却の方法及び期間 

のれん及び負ののれんは、５年間で均等償却しております。 

 (追加情報） 

  ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い 

   当連結会計年度より、｢ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する

実務上の取扱い｣（企業会計基準委員会 平成18年３月30日 実務対

応報告第17号）を適用しております。なお、これによる損益に与える

影響はありません。 

 

3. 連結貸借対照表に関する注記 

 (1) 有形固定資産の減価償却累計額 755,078千円

 (2) 担保に供している資産 

 定 期 預 金 290,000千円

 投資有価証券 617,191千円

 建    物 408,586千円

 土    地 590,600千円

 計 1,906,378千円

 上記に対する債務額 

 短期借入金 1,340,000千円

 長期借入金 210,000千円

 計 1,550,000千円

 (3) 財務制限条項 

  ① 平成17年７月29日締結のシンジケートローン契約（残高350,000千

円）には、下記の財務制限条項が付されております。 

   (a) 各決算期末日における連結及び単体の貸借対照表における従来の

資本の部の金額を、平成17年３月決算期末日における連結及び

単体の貸借対照表における資本の部の金額の75％以上に維持す

ること。 

   (b) 各決算期末日における連結及び単体の損益計算書における営業損

益を二期連続で損失としないこと。 

  ② 平成19年12月28日締結の貸出コミットメント契約（残高900,000千

円）には、下記の財務制限条項が付されております。 

   (a) 各決算期末日における連結及び単体の貸借対照表における純資産

の部の合計金額を、平成19年３月期末日における連結及び単体

の貸借対照表における純資産の部の合計金額の75％に相当する

金額、又は直近の決算期末日における連結及び単体の貸借対照

表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額の

うち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。 

   (b) 各決算期末日における連結及び単体の損益計算書に記載される営

業損益を二期連続で損失としないこと。 

 (4) 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と貸出コミ

ットメント契約を締結しております。これらの契約に基づく当連結会
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計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

 貸出コミットメント契約の総額 1,500,000千円

 借 入 実 行 残 高 900,000千円

 差   引   額 600,000千円

 

4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 (1) 当連結会計年度末日における発行済株式の総数 

普通株式     12,561,219株 

 (2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 
 

決  議 
株式
の種類
配当金
原資
配当金の
総額 

１株当り
配当額

基準日
効力
発生日

平成19年６月27日
定時株主総会 

普通
株式
利益
剰余金
24,945千円 ２円

平成19年
３月31日

平成19年
６月28日

 
 (3) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

該当事項はありません。 
 
 (4) 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の数 

該当事項はありません。 

 

5. １株当り情報に関する注記 

 (1) １株当り純資産額 327円95銭

 (2) １株当り当期純損失 8円32銭

 

6. 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表 
 

(平成20年３月31日現在) 
（単位：千円） 

 

資 産 の 部 

科 目 金 額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

機 器 及 び 材 料

仕 掛 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物

器 具 及 び 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産 

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

投 資 損 失 引 当 金

貸 倒 引 当 金

(17,968,837) 

1,349,075 

336,202 

11,124,959 

20,143 

4,689,501 

289,309 

165,816 

△6,170 

(4,431,197) 

(1,343,733) 

519,021 

9,156 

815,555 

(210,559) 

12,000 

167,945 

25,444 

5,170 

(2,876,904) 

1,420,203 

550,697 

536,312 

90,585 

476,832 

△109,000 

△88,725 

資 産 合 計 22,400,035 
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（単位：千円） 
 

負 債 の 部 

科 目 金 額 

流 動 負 債 

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

製 品 保 証 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

手 数 料 返 還 引 当 金

(10,520,647) 

7,269,012 

1,440,000 

178,608 

340,267 

79,389 

301,539 

284,337 

90,442 

511,000 

5,900 

20,150 

(7,937,114) 

210,000 

7,601,626 

101,487 

24,000 

負 債 合 計 18,457,761 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

繰延ヘッジ損益 

新 株 予 約 権 

(3,821,734) 

3,654,257 

(272,811) 

272,811 

(△80,432) 

2,494 

(△82,927) 

△82,927 

△24,901 

(88,736) 

92,197 

△3,461 

(31,803) 

純 資 産 合 計 3,942,274 

負債及び純資産合計 22,400,035 
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損 益 計 算 書 

(自 平成19年４月１日至 平成20年３月31日) 
 

(単位：千円） 
 

科          目 金     額 

売 上 高 44,463,651 

売 上 原 価 37,791,125 

売 上 総 利 益 6,672,526 

販売費及び一般管理費 6,603,232 

営 業 利 益 69,293 

営 業 外 収 益 (72,265) 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 41,184 

有 価 証 券 利 息 424 

受 取 家 賃 9,526 

受 取 手 数 料 12,076 

雑 収 入 9,053 

営 業 外 費 用 (66,356) 

支 払 利 息 37,736 

固 定 資 産 除 却 損 1,490 

コ ミ ッ ト メ ン ト ラ イ ン 手 数 料 17,662 

雑 損 失 9,466 

経 常 利 益 75,203 

特 別 利 益 (19,109) 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 10,073 

投 資 損 失 引 当 金 戻 入 益 5,000 

手 数 料 返 還 引 当 金 戻 入 益 4,036 

特 別 損 失 (1,266) 

会 員 権 評 価 損 1,266 

税 引 前 当 期 純 利 益 93,046 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 92,000 

法 人 税 等 調 整 額 107,667 

当 期 純 損 失 106,620 
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株主資本等変動計算書 

(自 平成19年４月１日至 平成20年３月31日) 
 

(単位：千円） 
 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益
剰余金

 
資本金

資本 
準備金

資本剰余金
合計 

利益準備金
繰越利益
剰余金

利益剰余金
合計 

平成19年３月31日残高 3,654,257 272,811 272,811 ― 51,133 51,133

事業年度中の変動額 

剰 余 金 の 配 当 2,494 △27,439 △24,945

当 期 純 損 失 △106,620 △106,620

自己株式の取得 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

事業年度中の変動額合計 ― ― ― 2,494 △134,060 △131,566

平成20年３月31日残高 3,654,257 272,811 272,811 2,494 △82,927 △80,432

 
株主資本 評価・換算差額等 

 
自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

評価・
換算差額
等合計

新株予約権
純資産
合計 

平成19年３月31日残高 △21,749 3,956,452 385,075 △4,115 380,960 ― 4,337,413

事業年度中の変動額 

剰 余 金 の 配 当 △24,945 △24,945

当 期 純 損 失 △106,620 △106,620

自己株式の取得 △3,152 △3,152 △3,152

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

△292,878 653 △292,224 31,803 △260,420

事業年度中の変動額合計 △3,152 △134,718 △292,878 653 △292,224 31,803 △395,139

平成20年３月31日残高 △24,901 3,821,734 92,197 △3,461 88,736 31,803 3,942,274
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個 別 注 記 表 
 

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 (重要な会計方針に係る注記） 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

 1) 有価証券 

① 子 会 社 株 式 及 び

関 連 会 社 株 式

………移動平均法による原価法 

② そ の 他 有 価 証 券………時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合に類す

る組合等への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証券とみな

されるもの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算報告書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。 

 2) たな卸資産 

① 機 器 及 び 材 料………個別法による原価法 

② 仕 掛 品………個別法による原価法 

③ 貯 蔵 品………移動平均法による原価法 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

 1) 有 形 固 定 資 産………定率法によっております。 

主な耐用年数は以下のとおりであります。

  建物………………４～47年 

  器具及び備品……３～15年 

   (会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、

平成19年４月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しております。な

お、これによる損益に与える影響は軽微で

あります。 

   (追加情報） 

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、

平成19年３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額の５％に到

達した事業年度の翌事業年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。なお、これによる損

益に与える影響は軽微であります。 
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 2) 無 形 固 定 資 産………自社利用目的のソフトウェア 

社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

市場販売目的のソフトウェア 

見込販売数量に基づく償却額と残存見込販

売有効期間（当初における見込販売有効期

間は３年）に基づく均等償却額とのいずれ

か大きい額を計上する方法によっておりま

す。 

その他の無形固定資産 

定額法によっております。 

 3) 長 期 前 払 費 用………期限内均等償却の方法によっております。長

期前払費用は「投資その他の資産」の「その

他」に含めて表示しております。 

 

3. 引当金の計上基準 

 1) 貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により計上し、貸

倒懸念債権等の特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

 2) 投資損失引当金………関係会社への投資に対する損失に備えるた

め、関係会社の財政状態等を勘案して必要見

込額を計上しております。 

 3) 賞 与 引 当 金………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

 4) 製品保証引当金………製品のアフターサービスの費用支出に備える

ため、過年度の実績を基礎に、将来の見込み

を加味した額を計上しております。 

 5) 退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年度末において発生して

いると認められる額を計上しております｡ 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生事業年度から費用処理して

おります。 

また、執行役員の退職金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額の100％を計

上しております。 

 6) 役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規

に基づく期末要支給額の100％を計上してお

ります。 

 7) 手数料返還引当金………販売後、所定期間内の解約に伴う販売手数料

の返還に備えるため、過去の実績を基礎とし

て計上しております。 

 

4. リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 
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5. ヘッジ会計の方法 

 1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段………金利スワップ 

ヘッジ対象………借入金の利息 

 3) ヘッジ方針 

当社の社内管理規程に基づき、金利変動リスクを回避する目的で行っ

ております。 

 4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象及びヘッジ手段について、それぞれのキャッシュ・フロー

総額の変動額を比較し有効性を評価しております。 

 

6. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

(追加情報） 

 ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上の取扱い 

  当事業年度より、｢ソフトウェア取引の収益の会計処理に関する実務上

の取扱い｣（企業会計基準委員会 平成18年３月30日 実務対応報告第

17号）を適用しております。なお、これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

 担保提供資産額 定 期 預 金 290,000千円

  投資有価証券 617,191千円

  建    物 408,586千円

  土    地 590,600千円

  計 1,906,378千円

 上記に対する債務額  短期借入金 1,340,000千円

  長期借入金 210,000千円

  計 1,550,000千円

 

2. 有形固定資産の減価償却累計額  745,294千円

 

3. 関係会社に対する金銭債権債務 短期金銭債権 16,837千円

  短期金銭債務 196,492千円
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4. 財務制限条項 

  1) 平成17年７月29日締結のシンジケートローン契約（残高350,000千

円）には、下記の財務制限条項が付されております。 

  ① 各決算期末日における連結及び単体の貸借対照表における従来の資

本の部に相当する金額を、平成17年３月決算期末日における連結及

び単体の貸借対照表における資本の部の金額の75％以上に維持する

こと。 

  ② 各決算期末日における連結及び単体の損益計算書における営業損益

を二期連続で損失としないこと。 

  2) 平成19年12月28日締結の貸出コミットメント契約（残高900,000千

円）には下記の財務制限条項が付されております。 

  ① 各決算期末日における連結及び単体の貸借対照表における純資産の

部の合計金額を、平成19年３月期末日における連結及び単体の貸借

対照表における純資産の部の合計金額の75％に相当する金額、又は

直近の決算期末日における連結及び単体の貸借対照表に記載される

純資産の部の合計金額の75％に相当する金額のうち、いずれか高い

ほうの金額以上に維持すること。 

  ② 各決算期末日における連結及び単体の損益計算書に記載される営業

損益を二期連続で損失としないこと。 

 

5. 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これら契約に基づく当事業年度末の

借入未実行残高は次のとおりであります。 

 貸出コミットメント契約の総額 1,500,000千円

 借 入 実 行 残 高 900,000千円

 差 引 額 600,000千円

 

（損益計算書に関する注記） 

  関係会社との取引高 

 営業取引による取引高 売 上 高 160,886千円

  仕 入 高 1,528,992千円

営業取引以外の取引による取引高 
  受取配当金 8,250千円

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

 自己株式の種類および株式数 
 

 
前事業年度末
株式数 

当事業年度
増加株式数 

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数 

摘要

自 己 株 式 
普 通 株 式 

88,546株 12,903株 ― 101,449株  

合 計 88,546株 12,903株 ― 101,449株 (注)

 
 (注) 普通株式の自己株式の増加12,903株は、単元未満株式の買取りによ

る増加であります。 
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（税効果会計に関する注記） 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 ① 流 動 の 部 

繰 延 税 金 資 産

賞 与 引 当 金 否 認 207,925千円

そ の 他 83,017千円

繰 延 税 金 資 産 小 計 290,943千円

評 価 性 引 当 額 △1,633千円

繰 延 税 金 資 産 合 計 289,309千円
 
 ② 固 定 の 部 

繰 延 税 金 資 産

退 職 給 付 引 当 金 否 認 3,093,101千円

役員退職慰労引当金否認 41,295千円

その他有価証券評価差額金 49,316千円

そ の 他 136,884千円

繰 延 税 金 資 産 小 計 3,320,598千円

評 価 性 引 当 額 △3,083,610千円

繰 延 税 金 資 産 合 計 236,988千円

繰 延 税 金 負 債

その他有価証券評価差額金 △146,402千円

繰 延 税 金 負 債 合 計 △146,402千円

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 90,585千円
 

 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス･リース取引 

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

  
器具及び
備品

ソフト
ウェア

合計

 取得価額相当額 (千円) 125,728 16,042 141,770

 減価償却累計額相当額 (千円) 83,581 13,683 97,265

 期末残高相当額 (千円) 42,146 2,358 44,505
  
 

  ② 未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 22,283千円

 １ 年 超 50,140千円

 合    計 72,424千円
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（関連当事者との取引に関する注記） 

1. 親会社及び法人主要株主等 
 

関係内容 
属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金
(千円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の
内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

工事・
保守
及び
ソフト
売上､
手数料
収入

3,655,715売掛金 1,683,270

主要株主 
(会社等) 

富士通㈱ 
神奈川県 
川崎市 
中原区 
324,625,075

通信シス
テム、情
報処理シ
ステム及
び電子デ
バイスの
製造・販
売ならび
にこれら
に関する
サービス
の提供

0.01
(15.33)
兼任なし
転籍２人

製品の
販売、
施工、
保守及
びシス
テムの
開発 製品の
仕入等
10,682,400買掛金 3,007,953

 
 (注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれております。 

2. 当社は、富士通㈱と富士通パートナー契約を締結しており、取

引条件につきましては同契約に基づき決定しております。 

 

2. 兄弟会社等 
 

関係内容 
属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金
(千円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の
内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

主要株主
(会社等)
の子会社 

㈱富士通
エフサス 

東京都 
港区 
9,401,750

情報システ
ムの企画・
設計、導入
・構築、運
用・保守ま
での総合的
なサービス

―
（―）
兼任なし
転籍なし

工事及
び保守
の請負

工事・
保守収
入 

1,364,069売掛金 324,667

主要株主 
(会社等) 
の子会社 

富士通コ
ワーコ㈱ 

東京都 
港区 

450,000

情報処理機
器、通信機
器及び事務
機器ならび
にこれらに
関する周辺
機器、消耗
品 等 の 製
造、販売

―
(―)
兼任なし
転籍なし

製品の
仕入等
製品の
仕入等

1,647,802買掛金 365,842

 
 (注) 1. 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれております。 

2. 取引条件ないし取引条件の決定方針については、一般取引と同

様に決定しております。 

 

（１株当り情報に関する注記） 

1. １株当り純資産額 313円85銭

2. １株当り当期純損失 8円55銭

 

（重要な後発事象に関する注記） 

 該当事項はありません。 

 

（その他の注記） 

 該当事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 

平成20年６月９日
 
 大興電子通信株式会社 
 

 取締役会 御中 

 
あ ず さ 監 査 法 人 
 
指定社員
業務執行社員

公認会計士 神 谷 英 一 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 小 林 雅 彦 ㊞

 

 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、大興

電子通信株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日ま

での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記

表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経

営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を

検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大興電子通信

株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に

係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士

法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書 

平成20年６月９日
 
 大興電子通信株式会社 
 

 取締役会 御中 

 
あ ず さ 監 査 法 人 
 
指定社員
業務執行社員

公認会計士 神 谷 英 一 ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 小 林 雅 彦 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づ

き、大興電子通信株式会社の平成19年４月１日から平成20年３

月31日までの第55期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに

その附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその

附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書

類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得

たと判断している。 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士

法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成19年４月１日から平成20年３月31日まで

の第55期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が

作成した監査報告書に基づき、審議の結果、本監査報告書を作

成し、以下のとおり報告いたします。 
 
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

  監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査

役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、

取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました｡ 

  各監査役は、当期の監査方針、監査計画等に従い、取締

役、監査部、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収

集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他

重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務

及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の

執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとし

て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の

整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備

されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証

いたしました。事業報告に記載されている会社法施行規則第

127条第１号の基本方針及び第２号の各取組みについては、

取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容に

ついて検討を加えました。子会社については、子会社の取締

役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応

じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づ

き、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書につい

て検討いたしました。 

  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な

監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応

じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行

が適正に行われることを確保するための体制｣（会社計算規

則第159条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基

準｣（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し

ている旨の通知を受け、必要に応じて説明をもとめました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記

表）について検討いたしました。 

2. 監査結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従

い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もし

くは定款に違反する重大な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当

であると認めます。また、当該内部統制システムに関す

る取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認

められません。 

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針

の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について

は、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載

されている会社法施行規則第127条第２号の各取組み

は、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同

の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の

地位の維持を目的とするものではないと認めます。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。 

 (3) 連結計算書類の監査結果 

会計監査人あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。 
 
 平成20年６月９日 
 

大興電子通信株式会社 監査役会 

常勤監査役 真 下 宏 明 ㊞ 

常勤監査役 酒 井 厚 平 ㊞ 

社外監査役 髙 嶋 勝 平 ㊞ 

社外監査役 藤 野 岸 朗 ㊞ 
  

以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案および参考事項 

 第１号議案 取締役３名選任の件 
 本総会終結の時をもって、取締役 高橋正道、笛田 肇の両

氏が任期満了となり、取締役 山村信一氏が辞任いたします。 

 つきましては、１名の重任と２名の新任あわせて取締役３

名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

 取締役候補者は、次のとおりであります。 
 

候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略       歴 
(地位および担当ならびに他の法人等の代表状況)

所有する当社
の 株 式 数

１ 
高 橋 正 道
(昭和25年２月12日生)

昭和47年４月 富士通株式会社入社
平成11年４月 同社マーケティング

本部ネットワーク販
売推進統括部長 

平成15年12月 同社プラットフォー
ムビジネスセンター
長 

平成16年６月 同社プラットフォー
ムビジネス本部副本
部長 

平成17年４月 当社上席執行役員ネ
ットワーク営業本部
長 

平成18年４月 当社上席執行役員営
業統括本部長兼ネッ
トワーク営業本部長

平成18年６月 当社取締役常務執行
役員 

平成18年10月 当社代表取締役社長
ＣＯＯ 

平成19年４月 当社代表取締役社長
ＣＥＯ兼ＣＯＯ 

       (現在に至る） 

11,000株

＊２ 
中 内 俊一郎
(昭和25年２月24日生)

昭和49年４月 大和證券株式会社
(現株式会社大和証
券グループ本社）入
社 

平成元年８月 株式会社大和総研研
究開発部次長兼開発
二課長兼コンサルテ
ィング部次長 

平成８年９月  同社総合企画室長 
平成８年10月 同社取締役 
平成11年10月 同社常務取締役 
平成16年５月 同社専務取締役 
平成17年４月 同社代表取締役専務

取締役 
平成20年４月 同社専務理事 
       (現在に至る） 

0株
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生年月日) 

略       歴 
(地位および担当ならびに他の法人等の代表状況)

所有する当社
の 株 式 数

＊３ 
森   隆 士
(昭和26年12月20日生)

昭和49年４月 富士通株式会社入社
平成４年12月 同社関西営業本部大

阪支社特別プロジェ
クト販売部長 

平成13年10月  同社西日本営業本部
関西産業統括営業部
長 

平成18年４月 同社首都圏営業本部
副本部長兼中堅ソリ
ューション事業本部
副本部長 

平成19年４月 同社首都圏営業本部
長兼中堅ソリューシ
ョン事業本部副本部
長 

平成19年６月 同社経営執行役兼地
域ビジネスグループ
首都圏・関東甲信越
営業担当兼首都圏営
業本部長兼中堅ソリ
ューション事業本部
長 

       (現在に至る） 

0株

 (注)1. ＊は新任の取締役候補者であります。 
2. 各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 
3. 中内俊一郎、森 隆士の両氏は、会社法施行規則第２条第３項第
７号に定める社外取締役候補者であります。 
4. 社外取締役候補者の選任理由 
(1) 中内俊一郎氏は、株式会社大和総研で代表取締役専務取締役の
要職を務められた経験、また総合シンクタンクである同社にお
ける業務経験をもとに、当社の経営に適確な助言をいただける
ものと判断し、社外取締役として選任をお願いするものであり
ます。 
(2) 森 隆士氏は、富士通株式会社の経営執行役として地域ビジネ
スグループ担当および首都圏営業本部長等の重責を務められ、
その豊富な経験と実績をもとに、当社の経営に的確な助言をい
ただけるものと判断し、社外取締役として選任をお願いするも
のであります。 

5. 社外取締役候補者と当社の特定関係事業者との関係 
(1) 中内俊一郎氏は、平成17年４月から平成20年３月まで株式会社
大和総研において代表取締役専務取締役を務めており、同社は
当社の主要な取引先として会社法施行規則第２条第３項第18号
に定める特定関係事業者であります。 
(2) 森 隆士氏は、富士通株式会社で経営執行役を務めており、同
社は当社の主要な取引先として会社法施行規則第２条第３項第
18号に定める特定関係事業者であります。 

6. 社外取締役との責任限定契約について 
本議案が原案どおり承認可決された場合、中内俊一郎、森 隆
士の両氏と当社との間で、会社法第427条第１項および当社定款
第25条に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定す
る契約を締結する予定であります。 
なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425
条第１項に定める最低責任限度額を限度としております。 
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 第２号議案 監査役１名選任の件 

 本総会終結の時をもって、監査役 藤野岸朗氏が辞任いたし

ます。つきましては、監査役１名の選任をお願いいたしたい

と存じます。 

 なお、本議案の提出につきましては、予め監査役会の同意

を得ております。 

 監査役候補者は、次のとおりであります。 
 
氏   名 
(生年月日) 

略       歴 
(地位および担当ならびに他の法人等の代表状況) 

所有する当社
の 株 式 数

竹 内   朗 
(昭和42年５月25日生) 

平成８年４月 弁護士登録 

平成18年８月 国広総合法律事務所パート

ナー（現任） 

平成19年６月 当社顧問弁護士 

0株

 
 (注) 1. 竹内 朗氏と当社との間には特別の利害関係はありません。 

2. 竹内 朗氏は、会社法施行規則第２条第３項第８号に定める社

外監査役候補者であります。 

3. 竹内 朗氏は、弁護士としての見識や経験だけでなく、企業法

務に精通し、またコンプライアンスやリスクマネジメントに関

する相当な知見を有しており、専門的かつ客観的な視点を監査

に反映することができると考え、社外監査役として選任をお願

いするものであります。また、企業経営に直接関与された経験

はありませんが、弁護士として企業法務の実務に携わっており、

社外監査役としての職務を適切に遂行できると判断しておりま

す。 

4. 竹内 朗氏は、顧問弁護士として当社より弁護士報酬を受けて

おりましたが、当社監査役への就任承諾時点で顧問契約を解約

しております。 

5. 本議案が原案どおり承認可決された場合、竹内 朗氏と当社と

の間で、会社法第427条第1項および当社定款第37条に基づき、

会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する

予定であります。 

  なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425

条第１項に定める最低責任限度額を限度としております。 
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第３号議案 退任取締役および退任監査役に対する退職慰労

金贈呈の件 

 本総会終結の時をもって、取締役を退任されます笛田 肇

氏および取締役を辞任されます山村信一氏ならびに監査役を

辞任されます藤野岸朗氏に対し、在任中の功労に報いるため、

当社所定の基準による相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈い

たしたいと存じます。 

 なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等につきまし

ては、取締役につきましては取締役会に、監査役につきまし

ては監査役の協議にご一任願いたいと存じます。 

上記各氏の当社取締役および監査役就任後の略歴は次のとお

りであります。 
 

氏      名 略         歴 

笛  田     肇 

平成12年６月 当社取締役 

平成14年６月 当社取締役常務執行役員 

平成17年６月 当社取締役専務執行役員 

       (現在に至る） 

山  村  信  一 
平成19年６月 当社取締役 

       (現在に至る） 

藤  野  岸  朗 
平成17年６月 当社監査役 

       (現在に至る） 

 

以 上 
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＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞ 

 
 インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項を
ご確認のうえ、行使していただきますようお願い申しあげます。 
 当日ご出席の場合は、議決権行使書またはインターネットによ
る議決権行使のお手続きはいずれも不要です。 

 
記 
 

 1. 議決権行使サイトについて 
  (1) インターネットによる議決権行使は、パソコンまたは携

帯電話（iモード、EZweb、Yahoo!ケータイ）※から、当
社の指定する議決権行使サイト (http://www.evote.jp/) 
にアクセスしていただくことによってのみ実施可能です｡ 
(ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休
止します｡） 
※「iモード」は㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ､ ｢EZweb」
はKDDI㈱､「Yahoo!」は米国Yahoo!Inc.の商標または登録
商標です。 

  (2) パソコンによる議決権行使は、インターネット接続にフ
ァイアーウォール等を使用されている場合、アンチウィ
ルスソフトを設定されている場合、proxyサーバーをご利
用の場合等、株主様のインターネット利用環境によって
は、ご利用できない場合もございます。 

  (3) 携帯電話による議決権行使は、iモード、EZweb、Yahoo!
ケータイのいずれかのサービスをご利用ください。また
セキュリティ確保のため、暗号化通信（SSL通信）および
携帯電話情報の送信が不可能な機種には対応しておりま
せん。 

 
 2. インターネットによる議決権行使方法について 
(1) 議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）において、
議決権行使書用紙に記載された「ログインID」および 
｢仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って
賛否をご入力ください。 

  (2) 株主様以外の方による不正アクセス(“なりすまし”)や
議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主
様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更
をお願いすることになりますのでご了承ください。 

  (3) 株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」および 
｢仮パスワード」をご通知いたします。 

 
 3. 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用につ
いて 

   議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用 (ダ
イヤルアップ接続料金・電話料金等）は、株主様のご負担と
なります。また、携帯電話をご利用の場合は、パケット通信
料・その他携帯電話利用による料金が必要になりますが、こ
れらの料金も株主様のご負担となります。 

以 上 
  

システム等に関するお問い合わせ 
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク） 
 電話 0120-173-027（受付時間 9：00～21：00、通話料無料）
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MEMO 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



〆≠●0 
04_0353701102006.doc 
大興電子通信㈱様 招集 2008/06/10 20:32印刷 1/1 
 

 

第55回定時株主総会会場ご案内図 
 
 

 
東京都千代田区大手町一丁目４番１号 

｢KKR HOTEL TOKYO｣ 11階 朱鷺の間 

電話 (03) 3287－2921 (代表) 

 

交 通 の ご 案 内 
 

 

 
■地下鉄東西線､竹橋駅下車､大手町寄り改札口から専用連絡通路1分 




